
 
 
 

                                                

震災広域緑地避難への火災人命危険度の GIS と衛星データによる推定法 
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１． はじめに     
首都圏の直下型地震が予想され，多くの防災対策が重点的に進め

られている．震災被害の中で特に人命について，都心の住宅密集地

域における大きな人命損失が出ることが既に情報公開されている．

想定される多くの死者と同時に，その経済的被害 100 兆円級の減災

に向けて，東京都は震災危険地域を指定し，重点的に防災対策をと

る整備地域を定めてきた．その一つは密集地の再開発による火災の

延焼抑止であり，人命については広域避難緑地の指定と整備である．

本研究では，GIS と衛星データを使い，震災時の火災人命危険度を定

量的にモデル化する検討を進めた．重点整備地域の中で，住宅密集

地域である現状から最も被害の予想される荒川区を対象として，広

域緑地への避難の視点から首都の震災避難の人命危険度を区内の町

内スケールで試験的に検討したので報告する． 

２． 火災人命危険度と既往研究       
大地震時の火災によって発生する人命の損失を軽減するために，既

往の防災に関する論文にどのような研究が進んでいるかを震災と火

災・人命・避難緑地のキーワードを使い，論文を詳しく検索した．し

かし，上記に関する論文が少なく，人命の危険度を表わす定義が不明

確である．従来の研究では，地震による倒壊危険度，或いは，家屋の

火災危険度であって，一旦火災が生じた場合の火災避難人命危険度の

研究が，参考文献に示すように極めて僅かしか見当たらない．東京都

の防災計画では，人口密度・木造家屋率等の要因によって，人間が総

合判断することにより重点整備地域を指定している．このため，本研

究では，GIS と衛星データおよび都市統計データを用い，広域震災避

難危険度の新たな推定法を検討した． 
３． 東京都の防災計画と火災避難人命危険度の定義      

関東大震災で被害の多かった危険地域である住宅密集地帯について，

東京都の都市防災局が作成した震災対策の計画により，多くの関連デ

ータが調査されている．その総合的評価から東京都は，図-1 に示す重

点整備地域（危険地域）を指定している．その中でも被害規模の大き

い地域は,関東震災の場合と同様に都心東部の荒川区と，住宅が密集し

た南西部の目黒区である．今回は，関東震災時と同様に火災上で最も

問題となる荒川区周辺を対象とした．関東震災による当時の死者は

105,385 人であった．次の関東地震による死者は約 11,000 人と想定さ

れている．この被害が妥当か過少かは別の議論としても，この人命損失数は，火災の経済的被害額と合わせ，更に

軽減すべき重大問題である．荒川区周辺の広域避難緑地は，荒川自然公園・尾久の原公園である．関東震災級の広

域的な防災対策となると，衛星を使った防災計画が有効となる．本研究では，GIS と衛星による面的データ，およ

び，人命に関わる都市統計データから，防災広域避難緑地への火災避難人命危険度を定義し，大東京の危険地域を

ピンポイント的に町スケールで割り出し，重点的に再開発することを目指す．震災による死者の多くは，家屋倒壊

のほかに，火災による避難遅れによるものである．本研究では，震災持の火災避難人命危険度を次式で定義した． 
Risk＝(Dhp/Dp0)・AGr・WHr・(Dist/D0)

2                                          (1)  

ここに，Risk ：火災避難人命危険度，Dhp ：人口密度(人/km2，町丁目単位)， WHr ：木造率(%)，区単位，Dp0 ：

基準人口密度=4000 (人/km2)，Dist ：距離(km)，D0 ：基準危険距離，AGr ：高齢化率(%) 

人命被害が拡大する火災について，火災避難危険度の定義を以下のように考察した．危険度の要因として人口密度，

木造率，避難緑地までの距離（広域緑地の座標位置までの距離），基準となる避難危険距離（1.5ｋｍ），死亡する

確率の高い高齢者の割合を意味する老齢化率を選んだ．火災避難人命危険度は，この避難緑地までの距離のべき乗

（2 乗と仮定）に比例すると考えられる．無次元化のために，避難時に危険となる標準的な指定された距離で割っ 
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東京都　都市防災計画　重点整備地域より

図-１ 東京都の防災のための重点整備 
地域（危険地域）-東京都防災計画より- 

図-2 国土細密数値情報による都心部の 
土地利用と荒川区重点整備地域（○印） 

表-1 重点整備地域の災害用データ 
区名 人口密度(人/km2） 高齢化率（％）木造率（％）

東京都 荒川区 17502 22.3 70.7
世田谷区 14131 17.5 70.5
千代田区 3838 19.9 27.7

神戸市 東灘区 6315 13.1 37.0
長田区 11342 17.2 67.5
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ている．その他に，安全度の要因として高規格な避難道路も重要で

あるが，指定されているような重点整備地域には見当たらない．密

集地帯の周辺道路は災害時には障害物があり，逆に危険を増す避難

法と判断される．安全性を常に維持確保する高規格な道路は，東京

都によって特定の高速道路が指定されている．荒川区について上述

の要因を表-1 に整理した． 
４．細密国土数値情報と衛星データによる土地利用分類      

重点整備地域である荒川区を対象に，その土地利用を国土地理院

の細密数値情報により図-2 に示した．都心部の千代田区と異なり，

高層ビルが無く住宅密集地域であることが，小さな土地利用区分の

混在と密集によって判別することができる．避難するための緑地で

あるはずの河川敷もコンクリート護岸化されていて，場合によって

は避難路の障害となる可能性が高い．現在，東京都の防災計画によ

り再開発が進められているため，2005 年の Terra 衛星 Aster センサ

ーと 1987 年の Landsat 衛星により土地

利用の分類とその変化を試みた．また，

最近の 20 年間による広域避難緑地の整

備の進展を把握するために，荒川区週辺

の緑地の分布を 2005 年 8 月のデータに

ついて植生指標 NDVI により図-3に示し

た．図中に広域避難緑地の位置も示した．

図-4 に示した分類結果は，ビルと木造

家屋率の変化や広域緑地にさしたる相

違は無く，大きな土地利用変化はない．

分類された土地被覆の画素の％を表-2

に示した．現地を踏査すると，地上では

駅周辺を中心に密集木造家屋の取り壊

しによる高層住宅化が進んでおり，防災上の再開発がされていた．し

かし，総体的に荒川区では住宅の分類割合が高く，衛星スケールによ

る人命危険度が，依然として高いと考えられる． 

５．火災避難危険度のための数値情報の収集と試験的適用 
震災時の避難危険度を平面分布にし，対策の特に必要な危険地域を

定量的に評価するためには，表-1 で整理した要因を位置（x,y）座標で

整備せねばならない．現在，人口密度については町単位で得られてい

る．木造率については区単位であり，都全域についての相対評価には

役に立つが，区内については精度が十分ではない．木造率とその位置

については，Aster の衛星データを使える．広域避難緑地までの距離

については，Aster の画素位置と解像度から，任意の位置からの広域

避難緑地までの距離を計算可能である．すると，区と町の位置座標を

数値化すれば，火災避難人命危険度を定義に従って計算し，荒川区や

東京都全域の危険度を推定し，30ｍメッシュで優先対策地域を指摘す

ることができる．荒川区に試験的に適用した火災人命危険度の計算結

果を ArcGIS によって図-5 に示した．これらの町名結果から，優先す

べき防災計画や再開発計画の選定に活用することができる．更にこの

方法を区そして首都全域に発展させることが考えられる． 
６. おわりに      

本研究では，東京における震災時の人命損失を軽減するために，衛

星データと GIS による数値情報および社会統計資料をもとに，火災時

の人命危険地域を定量的に抽出した．再開発を急ぐべき具体的地区と

防災避難上の監視すべき地域を選定するために，震災広域緑地への避難時の火災人命危険度の方法を提案し，荒川

区について試験的に検討した．未だ初期の研究途上であり，既存の統計データを座標化し，データベース化するこ

とにより首都全域に拡大させることが今後の課題である． 
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荒川区荒川区 火災避難人命危険度火災避難人命危険度
図-5 左上：人口密度， 右上：高齢化率，

   左下： 火災避難人命危険度 

 表-2  東京の土地被覆分類結果（Pixel）
classification percentage area
housing 55.31 124448175
building 34.3 77164875
water 4.91 11043225
park 2.88 6472575
forest 1.76 3957300
factory 0.85 1913850

Landsat　1984 Aster　2005

Land　Cover 
Classification

図-4 防災のための東京の土地利用分類（延焼のための住宅地分布の抽出）

旭電化跡地旭電化跡地
((尾久の原公園尾久の原公園））

谷中墓地谷中墓地

上野公園一帯上野公園一帯

ＪＲ田端・尾久操車場ＪＲ田端・尾久操車場

白髭西地区白髭西地区
荒川自然公園一帯荒川自然公園一帯

ＮＤＶＩＮＤＶＩ

図-3  MODIS 衛星による荒川区周辺 
の植生指標の平面分布と広域避難緑地 
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